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〒652-0844　電　話 0 3－66 6 1－11 5 5
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確
率
は
３０
年
以
内
７０
〜
８０
％

津
波
到
達
は
最
短
２
分
か

基
本
は
徒
歩
で
の
避
難

地
震
時
は
漁
船
を
見
に
行
か
ず
に

沖
合
滞
在
時
は
水
深
５０

以
深
に

大
津
波
警
報
時
は
さ
ら
に
沖
へ

毎年のように多くの災害が発生する日本列島。全国どこにいても災害が避けられる保証はない。東日本大震災
以降、いざ自分が直面した際にどのように行動すればいいかを把握していることや事前の対策が叫ばれるように
なった。避難ルールや事前対策について改めて考えた。

日
本
の
自
然
災
害
を
示
す

言
葉
と
し
て
「
災
害
列
島
」

と
い
う
表
現
を
さ
れ
る
こ
と

が
多
い
。
東
日
本
大
震
災
も

大
き
な
被
害
を
も
た
ら
し

た
。
残
念
な
が
ら
地
震
・
津

波
の
み
な
ら
ず
、
昨
年
夏
は

西
日
本
で
豪
雨
と
そ
れ
に
伴

う
洪
水
が
発
生
。
温
暖
化
に

よ
り
台
風
は
大
型
化
し
、
高

潮
災
害
へ
の
懸
念
も
強
ま
っ

て
い
る
。
火
山
の
噴
火
も
多

発
し
、
か
つ
て
は
考
え
も
し

な
か
っ
た
竜
巻
災
害
も
み
ら

れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

こ
う
し
て
挙
げ
た
の
は
一

例
で
、
日
本
で
活
動
し
て
い

く
以
上
、
災
害
は
避
け
て
は

通
れ
な
い
と
い
っ
て
も
過
言

で
は
な
い
。
一
方
で
何
度
も

痛
い
目
を
見
な
が
ら
も
長
年

に
わ
た
っ
て
「
教
訓
」
と
い

う
名
の
蓄
積
も
得
た
た
め
、

災
害
対
応
も
進
ん
で
い
る
。

昔
は
「
防
災
」
と
い
う
言
葉

が
主
流
だ
っ
た
が
、
そ
れ
に

加
え
て
昨
今
は
「
減
災
」
と

い
う
文
言
が
付
随
さ
れ
る
こ

と
が
多
い
。
完
全
に
防
げ
な

く
て
も
被
害
を
減
ら
す
、
あ

る
い
は
減
ら
す
仕
組
み
を
確

立
す
る
と
い
う
意
味
だ
。

懸
念
が
強
ま
っ
て
い
る
地

震
、
津
波
と
し
て
「
東
海
・

東
南
海
・
南
海
地
震
（
三
連

動
地
震
）」「
南
海
ト
ラ
フ
巨

大
地
震
」
が
挙
げ
ら
れ
る
。

前
者
は
過
去
を
み
て
も
１
０

０
〜
２
０
０
年
に
１
度
発
生

し
て
お
り
、
直
近
で
は
昭
和

東
南
海
地
震
（
１
９
４
４

年
）、昭
和
南
海
地
震（
４６
年
）

が
該
当
す
る
。
こ
の
両
地
震

か
ら
７０
年
以
上
が
経
過
し
、

年
を
追
う
ご
と
に
発
生
す
る

危
険
性
が
増
し
て
い
る
。

地
震
調
査
研
究
推
進
本
部

に
よ
る
と
、
今
後
３０
年
以
内

の
発
生
確
率
は「
７０
〜
８０
％
」

と
極
め
て
高
く
、
想
定
さ
れ

る
地
震
の
規
模
も
マ
グ
ニ
チ

ュ
ー
ド
８
〜
９
ク
ラ
ス
と
大

き
い
。
例
え
ば
和
歌
山
県
の

試
算
で
は
、三
連
動
地
震（
マ

グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
８
・
７
想

定
）
が
発
生
し
た
場
合
、
最

南
端
の
串
本
町
に
は
第
１
波

の
津
波
が
５
分
後
に
到
達
。

最
大
津
波
高
は
１０

と
予
想

し
て
い
る
。

こ
れ
が
南
海
ト
ラ
フ
巨
大

地
震
（
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
９

・
１
想
定
）
に
な
れ
ば
、
到

達
時
間
は
２
〜
３
分
、
最
大

津
波
高
は
１７

に
ま
で
な
る

見
込
み
だ
。
第
１
波
が
最
大

波
で
は
な
い
も
の
の
、
３０
分

程
度
の
猶
予
が
あ
っ
た
東
日

本
大
震
災
に
比
べ
る
と
厳
し

い
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
条

件
だ
。

（
串
本
町
の
対
策
は
６
面
）

対
策
も
ハ
ー
ド
、
ソ
フ
ト

両
面
に
わ
た
っ
て
細
か
な
分
野
ま
で
検
討
が
重
ね
ら
れ
て

い
る
。
地
域
に
よ
っ
て
実
情

は
異
な
る
が
、
基
本
は
「
地

震
が
発
生
し
た
ら
高
い
場
所

へ
逃
げ
る
」
こ
と
だ
。

水
産
庁
は
２
０
０
６
年
、

ス
マ
ト
ラ
沖
地
震
（
０４
年
）、

福
岡
県
西
方
沖
地
震（
０５
年
）

の
経
験
な
ど
を
踏
ま
え
、
漁

業
地
域
に
お
け
る
防
災
対
策

の
推
進
を
図
る
た
め
「
災
害

に
強
い
漁
業
地
域
づ
く
り
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
策
定
。
東

日
本
大
震
災
の
被
災
や
東

海
、
東
南
海
、
南
海
地
震
の

調
査
・
点
検
を
踏
ま
え
、
１２

年
に
最
新
版
へ
と
改
定
し
て

い
る
。

こ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
は

事
前
に
取
り
組
む
対
策
を
含

め
、
避
難
行
動
の
基
本
ル
ー

ル
が
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。

基
本
的
に
は
「
人
命
第
一
」

「
避
難
場
所
へ
の
速
や
か
な

避
難
」
だ
が
、
地
震
発
生
時

に
自
分
が
ど
こ
に
い
る
か
に

よ
っ
て
望
ま
し
い
避
難
行
動

も
変
わ
る
。

陸
上
や
海
岸
部
に
い
る
場

合
は
、
陸
側
の
避
難
場
所
に

徒
歩
で
避
難
。
地
元
住
民
や

就
労
者
は
観
光
客
な
ど
の
外

来
者
を
誘
導
す
る
こ
と
も
留

意
事
項
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て

い
る
。
漁
業
者
が
自
宅
を
含

め
陸
上
に
い
る
場
合
に
は

「
漁
港
へ
漁
船
を
見
に
行
か

な
い
」
こ
と
も
重
要
だ
。
漁

船
が
貴
重
な
財
産
な
の
は
理

解
で
き
る
が
、
生
命
が
あ
っ

て
の
も
の
で
あ
る
こ
と
を
忘

れ
な
い
で
ほ
し
い
。

漁
港
内
の
漁
船
に
い
る
場

合
で
も
沖
出
し
を
せ
ず
、
陸

上
へ
の
避
難
が
推
奨
さ
れ
て

い
る
。
難
し
い
の
が
漁
港
周

辺
の
漁
船
内
に
い
る
場
合

だ
。
自
ら
が
置
か
れ
て
い
る

状
況
を
見
極
め
、
行
動
を
判

断
す
る
必
要
が
あ
る
。
陸
上

の
避
難
場
所
に
逃
げ
る
か
、

沖
合
に
い
る
漁
船
な
ど
と
同

様
に
一
次
避
難
海
域
（
水
深

５０

以
深
）
に
避
難
す
る
か

を
迅
速
に
判
断
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

こ
の
た
め
に
は
事
前
に
ど

れ
く
ら
い
の
移
動
時
間
が
か

か
る
か
な
ど
を
把
握
し
て
お

か
ね
ば
な
ら
ず
、
発
災
前
の

対
応
も
必
要
だ
。

一
次
避
難
海
域
に
到
達
し

た
と
し
て
も
、
大
津
波
警
報

が
発
令
さ
れ
た
場
合
は
さ
ら

に
深
い
海
域
（
二
次
避
難
海

域
）
に
避
難
す
る
必
要
も
出

て
く
る
。

こ
れ
ら
の
行
動
は
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
の
第
５
章
に
詳
細
が

盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。
全
国

漁
港
漁
場
協
会
か
ら
書
籍
と

し
て
販
売
さ
れ
て
い
る
ほ

か
、
水
産
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
で
は
全
ペ
ー
ジ
を
無
料
で

閲
覧
で
き
る
。
地
域
の
取
り

組
み
に
活
用
し
て
も
ら
い
た

い
。

事
前
対
策
で
必
要
な
の
が

「
災
害
協
定
」
だ
。
発
生
時

に
迅
速
に
復
旧
を
図
り
、
水

産
業
の
早
期
再
開
を
実
現
す

る
た
め
の
方
策
と
し
て
国
も

促
進
し
て
い
る
。
代
表
的
な

の
が
全
日
本
漁
港
建
設
協
会

が
都
道
府
県
レ
ベ
ル
で
締
結

し
て
い
る
防
災
協
定
。
地
域

に
よ
り
協
定
の
形
は
異
な
る

が
、
す
で
に
１７
道
県
で
単
独

も
し
く
は
共
同
で
協
定
を
結

ん
で
い
る
（
別
表
参
照
）。

同
協
会
の
協
定
は
、
発
注

者（
自
治
体
）と
受
注
者（
建

設
業
者
）
が
結
ぶ
も
の
で
、

震
災
以
前
か
ら
同
様
の
協
定

自
体
は
存
在
し
て
い
た
が
、

漁
港
や
漁
場
な
ど
に
特
化
し

た
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
被

災
時
に
は
面
倒
な
書
類
の
や

り
と
り
な
ど
が
省
略
で
き
、

大
規
模
災
害
時
に
は
他
地
域

か
ら
作
業
船
が
応
援
に
向
か

え
る
シ
ス
テ
ム
な
ど
を
確

立
。
実
際
に
協
定
が
活
用
さ

れ
た
ケ
ー
ス
も
あ
る
。

も
う
一
つ
が
水
産
土
木
建

設
技
術
セ
ン
タ
ー
の
発
注
者

支
援
型
の
協
定
だ
。
こ
れ
ま

で
松
江
市
（
島
根
）、宮
古
市

（
岩
手
）、鋸
南
町
（
千
葉
）

の
３
者
と
結
ん
だ
。
こ
ち
ら

は
技
術
者
を
中
心
に
地
方
公

共
団
体
の
人
材
不
足
を
補
う

仕
組
み
。
市
町
村
レ
ベ
ル
で

は
漁
港
や
漁
村
に
熟
知
し
た

技
術
者
が
年
々
少
な
く
な
っ

て
お
り
、
現
地
調
査
や
書
類

作
成
な
ど
に
携
わ
る
。

協
定
は
締
結
し
て
い
な
か

っ
た
も
の
の
、
東
日
本
大
震

災
の
被
災
地
に
も
人
材
派
遣

し
た
実
績
が
あ
り
、
仕
組
み

を
制
度
化
し
た
。
被
災
時
に

要
請
が
あ
れ
ば
、
電
話
一
本

で
人
材
を
送
り
込
め
る
と
い

う
。

支部単独（または日本港湾空港建設協会連合会と共同）での協定
名称

災害時における北海道開発局所管施設等の災害応急対策
業務に関する協定

漁港・漁場・漁村の大規模災害時における応急対策業務
に関する協定

災害時における漁港漁場の応急対策業務に関する協定

災害時における漁港・漁場の応急対策業務に関する協定

漁港・漁場・漁村の災害時における応急対策業務の応援
活動に関する協定

地震・風水害・その他の災害応急対策に関する業務協定

地震・津波・波浪・その他の災害応急工事に関する業務
協定

漁港・漁港海岸における災害時の応急対策業務に関する
協定

漁港・漁場の大規模災害時における応急対策業務に関す
る協定
大規模災害時における漁港の応急対策業務に関する協定

災害時の応急対策業務に関する協定

漁港施設及び区域内における災害時の応急対策に関する
協定
大規模災害並びに事故発生時における支援活動（社会貢
献）に関する協定
大規模災害並びに事故発生時における支援活動（社会貢
献）に関する協定
大規模災害発生時における広域支援活動に関する協定

災害時等における漁港の緊急応急対策業務等に関する協
定
災害並びに事故発生時における支援活動等に関する協定

大規模災害及び事故発生時における応急対策業務等に関
する基本協定
大規模災害並びに事故発生時における支援活動（社会貢
献）に関する基本協定
災害・事故発生時の海上における応急対策に関する協定

大規模災害及び事故発生時における応急対策業務等に関
する基本協定

締結年月日
２０１３年１１月１９日

２０１２年１１月９日

２０１３年４月１日

２０１５年４月１５日

２０１４年８月２０日

２０１８年３月９日

２０１７年６月２９日

２０１５年１月２８日

２０１６年４月１日

２０１７年８月２１日

２００５年１０月１３日

２０１０年９月１日

２００９年７月８日

２００６年度

２０１４年５月２８日

２０１４年３月２０日

２０１３年３月２７日

２０１３年５月２１日

２０１３年５月３１日

２０１６年２月１０日

２０１６年３月２２日

被締結者
甲：北海道開発局長
乙：（一社）全漁建北海道支部長
丙：（一社）全漁建会長

甲：知事
乙：（一社）全漁建青森県支部長
丙：一般社団法人全日本漁港建設協会長
甲：知事
乙：（一社）全漁建岩手県支部長
甲：知事
乙：（一社）全漁建宮城県支部長
甲：知事
乙：（一社）全漁建秋田県支部
丙：（一社）全漁建
甲：知事
乙：（一社）全漁建千葉県支部
甲：東部漁港事務所長
乙：西部漁港事務所長
丙：（一社）全漁建神奈川県支部長

甲：知事
乙：（一社）全漁建三重県支部長
丙：（一社）全漁建会長
甲：県農林水産部長
乙：島根県港湾漁港建設協会長
甲：知事
乙：山口県漁港建設協会会長

甲：県港湾空港局長
乙：県海洋局長
丙：高知県港湾空港建設協会長
丁：全日本漁港建設協会高知県支部長

甲：県農山漁村課
乙：佐賀県港湾建設協会長
九州地整長崎港湾・空港整備事務所
（一社）長崎県港湾漁港建設業協会
県各振興局
（一社）長崎県港湾漁港建設業協会
知事
（一社）長崎県港湾漁港建設業協会
甲：県農林水産部漁港漁村整備課長
乙：全漁建大分県支部長
甲：大分市長
乙：大分県漁港建設協会会長
甲：知事
乙：宮崎県港湾漁港建設協会長
甲：九州地整宮崎港湾・空港整備事務所所長
乙：宮崎県港湾漁港建設協会長
甲：知事
乙：鹿児島県港湾漁港建設協会会長
甲：知事
乙：沖縄県漁港建設協会

支部名

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

千葉県

神奈川県

三重県

島根県

山口県

高知県

佐賀県

長崎県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県
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も

（第３種郵便物認可）
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漁港防災協定の締結状況について（２０１９年３月７日現在）

２０１９（平成３１）年３月１１日（月曜日）

今年１月には宮古市と土木センターが締結
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